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はじめに
　「開発途上国」を位置付けるうえで目安と
される、経済協力開発機構（Organisation for 
Economic Cooperation and Development）
の開発援助委員会によるDACリスト1に記さ
れている全148ヵ国のうち、国際ソーシャル
ワーカー連盟（International Federation of 
Social Workers）に加盟している国は59ヵ国
ある。しかし、これら59ヵ国を含めた多く
の「開発途上国」において、ソーシャルワー
カーの専門職化あるいは社会的位置づけは
未だ確立されていない。たとえばCoxほか
（2004：124）は、アジア太平洋地区にはかな
り多くのソーシャルワーク系の学校があると
はいえ、この地区の大部分である最貧国には
ソーシャルワーク系の学校がないと指摘して
いる。一般に、福祉施設があるとしても、そ
こに専門職としてのソーシャルワーカーは配
置されていない場合が少なくない。
　このような実態に加えて、菅谷（2009：
49）は「発展途上国における社会保障の整備
は遅れていると考えられがちである」と論じ
ている。すなわち、多くの人々は「開発途上
国」の社会福祉の質は低く、ソーシャルワー
カーの専門性は低いとイメージし、そこから
学ぶことなど無いと考えているのではないだ
ろうか。
　わが国では、主に「欧米先進国」の社会福
祉について様々な研究が行われてきたとはい
え、貧困に起因する問題が山積し、それを補
うための社会資源も不足している「開発途上
国」の福祉現場において、ソーシャルワーカー
がどのような働きをしているかについて調べ
た先行研究はわずかである。
　「第三世界」とは、「アジア・アフリカ・中
南米などの発展途上にある諸国を、東西両世
界、あるいは米ソ（ロシア）二大国とこれに
次ぐ先進諸国と対比した呼称」である（広辞
苑第六版）。一般に、「第一世界」は資本主義
先進国を、「第二世界」は社会主義諸国を指し、
そのいずれにも属さない「発展途上国の総称
として第三世界という」（福祉社会辞典）。そ
して「開発途上国」もまた、経済成長の遅れ
ている国として定義付けられており、「先進
国」の立場から見下げた意味合いをもつ語で
ある。
　James Midgley2は、「開発途上国」の国際
的なソーシャルワークと社会政策の分野にお
ける先駆者であり、「開発途上国」における
ソーシャルワーカーの実践にいち早く価値を
見出し、それを明らかにしてきた（Berkeley 
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School of Social Welfare 2015）。南アフリカ、
インド、フィリピン、ガーナの国名を挙げて、
これらの国々におけるソーシャルワーカーの
重要な貢献が認識されるべきであると強調
している（Midgley and Conley＝2012：xi- 
xii）。しかし、わが国におけるこれらに関す
る研究は、フィリピンについて若干の研究蓄
積があるのみである。
　フィリピンに関しては、制度・政策やいく
つかの社会問題は研究対象とされてきたが、
それがソーシャルワーカーとの関連性のなか
で取り扱われることはほとんどなかった。
　グローバル化が進むなか、「第三世界」は
なおも搾取の対象とされ、ソーシャルワー
カーはこれに伴う社会問題に奮闘している。
困難な社会状況に置かれたソーシャルワー
カーの実践は、ソーシャルワーカーとしての
使命と価値、そして実践力がより試されるも
のとなるだろう。公的な社会保障が十分では
ないからこそ、ソーシャルワーカーへの期待
が高まるという見方もある。
　わが国における「第三世界」のソーシャル
ワーカーについての研究領域はほぼ未開拓で
あるが、その研究意義はまだ検討されたこと
がない。そこで本稿は、今後の「第三世界」
におけるソーシャルワーカー研究に対する意
義を検討することを目的とし、Midgley and 
Conley（＝2012）が特筆した国々のなかで
も若干の研究蓄積があるフィリピンを主な対
象と定める。
　また、これまでに「東南アジアのソーシャ
ルワーカー」という括りで何らかの傾向や知
見を見出した論文は見当たらない。第三世界
には様々な社会情勢や地域特性があることを
ふまえ、フィリピンが位置する東南アジア諸
国におけるソーシャルワーカーについても対
象とすることで、フィリピンにおける特徴を
浮き彫りにすることを促す。
本稿は、以下の構成によって論じる。
　東南アジアのソーシャルワーカーを対象と
した先行研究を、次の四つの項目に焦点を当
てながら整理する。第一は「国家資格化の有
無」、第二は「教育課程」、第三は「活動領域」、
第四は「社会状況とソーシャルワーカーの社
会的位置付け」である。その際、ソーシャル
ワーカーの実践とその特性についても、可能
な限り見出すことを試みる。
　次に、フィリピンのソーシャルワーカーに
関する歴史的な変遷を捉え、海外の文献を引
用しながら周辺諸国との異同を明らかにす
る。最後に、グローバル化における「第三世界」
のソーシャルワーカーについて整理し、考察
を加える。
１　東南アジアのソーシャルワーカー
に関する国内の研究
　東南アジア諸国とは、シンガポール、マレー
シア、ベトナム、タイ、インドネシア、ラオ
ス、ミャンマー、カンボジア、ブルネイ・ダ
ルサラーム、東ティモール、フィリピンの全
11ヵ国である。このうち国際ソーシャルワー
カー連盟に加盟している国はシンガポール、
マレーシア、ベトナム、タイ、インドネシア、
フィリピンの６ヵ国である。
　本章は「開発途上国」に焦点をあてている
ことをふまえると、シンガポールとブルネイ
はDACリスト掲載国ではなく、「開発途上
国」の定義には該当しないこととなる。しか
し、両国は1996年までこのDACリストに掲
載され、被援助国であった経緯がある。本節
の対象はソーシャルワークの歴史を含んでい
るため、両国を対象に含めて整理していく。
　表１は、DACリスト上における東南アジ
ア諸国の現在の位置づけを示したものであ
る。横軸は左から右に向かうほど国民総所得
が高くなっていく。本稿は、はじめに「非掲
載国」であるシンガポールとブルネイを取り
上げる。次に「高中所得国」のタイ、マレー
シア、続いてフィリピンと同じ「低中所得国」
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であり、同じく旧植民地の歴史をもつベトナ
ムとインドネシアを取り上げ、最後に「後発
開発途上国」のカンボジア、ミャンマー、ラ
オス、東ティモールを順に取り上げる。
１−１　フィリピンを除く東南アジア諸国の
ソーシャルワーカー
（1）シンガポール共和国
　シンガポール共和国（以下、シンガポー
ル）は、日本を上回る速さで高齢化している
国であり、他の東南アジア諸国に比べるとわ
が国で研究対象とされることが多い傾向にあ
る。ソーシャルワーカーに関する研究では、
その概要および優れた実践が取り上げられて
きた。
　以下では、新保（2005a 〜 e, 2014）による
詳しい紹介を主に引用する。同国でソーシャ
ルワーカーの国家試験は行われていないが、
2009年に国がソーシャルワーカーの資格認定
制度を創設した（新保2014：148）。ソーシャ
ルワーカーとして働くためには、大学におけ
るソーシャルワークの学位、あるいはディプ
ロマ（課程修了認定）を必要とする（新保
2005a：332−333）。2012年９月時点において
は、ソーシャルワーカーの養成を行う大学・
機関はあわせて３ヵ所あるという。
　次に、養成課程を取り上げる。学部教育プ
ログラムは、講義ごとにチュートリアルの
時間を設け、グループ指導でさらに深めて
いく手法をとっている（新保2005c：97）。新
保（2005c：96−97）によれば、教育の特色
は、次の二つにある。第一に、欧米の理論を
同国の社会状況や生活にいかに応用させてい
くか意識していること、第二は同国のそれぞ
れのエスニックグループ（中華系・マレー
系・インド系）について学び、各々がもつ多
様性を尊重した実践がなされるように配慮し
ていることである。なお、400時間以上の現
場実習に行くことが必須とされている（新保
2005c：97）。
　ソーシャルワーカーの活動領域は、多岐に
わたる。桂（2002a：408）によれば、それに
は公的領域、非営利領域、民間営利団体があ
り、特に公的領域では地域開発省、教育省、
防衛省、保健・医療省、全国社会福祉サー
ビス協議会、国民協議会といった機関にソー
シャルワーカーが雇用されている。こうした
セクター間の連携は所属するソーシャルワー
カーたちの献身的な努力によって成り立って
おり、財源（政府）、物・システム（全国社
会福祉協議会）、人・智恵（ソーシャルワーカー
協会）の調整が円滑に図られているとの評価
がある（桂2002a：408）。
　岩崎（1994：32）によると、同国における
社会福祉の分野は、障害、児童、高齢者、家庭、
保健に分類されている。また、その社会福祉
体系はメインストリーム3を基本としており、
施設が必要な場合も遠隔地に隔離することを
避け、障害児者に対しては統合教育の取り組
みが行われている（岩崎1994：32−33）。高齢
者に対しては、地域社会の一員として、孤立
せず、生きがいをもって生活できるような介
護予防サービスの提供が行われている（新保
2005a：334）。「高齢者や障害者以外の要援護
世帯には、単に金銭を給付するだけでなく、
就労支援、教育支援、家計管理が可能となる
ような自立支援を多様なプログラムを通じて
行ってきた」（新保2014：151）。こうした、「徹
表１．DACリスト上における東南アジア諸国の現在の位置づけ
　　　（OECDのDACリスト2011−2013をもとに筆者作成）
後発開発途上国 低所得国 低中所得国 高中所得国 非掲載
カンボジア
ミャンマー
ラオス
東ティモール
—
フィリピン
ベトナム
インドネシア
タイ
マレーシア
シンガポール
ブルネイ
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底して『貧困の世代間連鎖』を解消していこ
う」（新保2014：152）とする実践が行われて
いる。
　東南アジア諸国はその経済成長の一方で、
南南問題と言われるように国民の所得格差が
拡大しており、社会福祉は対象者を特定した
貧困救済が中心となっている。しかし、シン
ガポールでは積極的に統合および予防の概念
を取り入れた社会福祉事業が実施されている
と言える。
　シンガポールのソーシャルワーカー協会が
果たしている役割にも関心が向けられている
（桂2001, 2002aなど）。同協会は、ソーシャ
ルワーカーに対して現任研修や各機関との仲
介を行うほか、機会があるごとに倫理綱領を
紹介してその内容を踏まえた実践がなされる
よう働きかけている（新保2005b：99）。また、
国際問題としての社会福祉活動をその理念に
据えており（桂2001）、他国が被災した際には、
被災者への直接的な支援だけでなく、被災者
支援にかかわるソーシャルワーカーたちがよ
りよい活動ができるよう支援していくことも
目標としている（新保2005a：329）。そのため、
被災地に赴くソーシャルワーカーのための研
修も実施しているという（新保2005a：329）。
　近年は、高齢化および格差が広がる社会の
中で、国を挙げてソーシャルワーカーの養成
に力を入れており、待遇改善が図られている
（新保2014：148）。
　このように、先行研究において同国のソー
シャルワーカーは、その役割と実践の詳細が
具体的に記されており、また、参考になるモ
デルのひとつとして取り上げられてきたと言
えよう。
（2）ブルネイ・ダルサラーム
　ブルネイ・ダルサラーム国（以下、ブルネイ）
のソーシャルワーカーに関する文献は、一切
見当たらない。
　同国は高い経済水準と充実した社会福祉を
実現しており、ブルネイ国民であれば医療費
や教育費が無料で、個人の所得税もかからな
い（外務省2014）。また、「これまでに一つも
収容施設を作ったことがない国として有名で
ある」（小林1995：45）と言われている。し
かし、この情報の信頼性は明らかではない。
　国際ソーシャルワーカー連盟の加盟国では
なく、ソーシャルワーカーの存在についてさ
え不明である。
（3）タイ王国
　タイ王国（以下、タイ）のソーシャルワー
カーに関する文献について、澤（2007）とデ
チャ（2007）をもとに整理する。
　両著の2007年時点は、その後にソーシャル
ワーク専門職の法施行が予定されている段階
であった（デチャ2007：55）。
　ソーシャルワーカーとしての証明書は、大
学のソーシャルワーク学部を卒業することで
取得できる（澤2007：85）。ただし、NGOな
どの民間に従事する者には、実務５年後に研
修を受けて発行されることになる（澤2007：
85）。ソーシャルワーカーは国家資格化され
ていないが、多くのソーシャルワーカーはタ
イソーシャルワーカー協会の倫理規定にし
たがって任務にあたっている（デチャ2007：
55）。
　ソーシャルワーカーの所属先は大半が政府
機関であり、その配属先は社会福祉一般、労
働、教育、健康、精神医療、司法などである（デ
チャ2007：55）。民間およびボランティア機
関の従事者は少ない（デチャ2007：55）。ソー
シャルワーカーの人材需要は、グローバル化
といった社会の変化により、特定のターゲッ
ト・グループ向け直接サービス、地域および
国際レベルでの社会サービスの運用や政策実
践において、増大している傾向にある（デチャ
2007：56）。
　「タイでは1932年に絶対君主制が廃止され、
立憲君主制が敷かれるかたちで近代社会政治
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が歴史的発展を遂げてきたが、それに沿うか
たちでソーシャルワーク教育も生まれ、発展
してきた」（デチャ2007：56）。当初は、社
会福祉機関を含む行政制度を欧米化すること
によって国づくりを進めることに力が注が
れ、さらにその一環として、社会福祉制度や
近代的諸機関を設立する努力がなされた（デ
チャ2007：56）。ホームレス・シェルター、
リハビリセンター、老人ホームなどが欧米型
の福祉施設として設立されていったのであ
る（デチャ2007：56）。さらに、1942年に創
設された全国文化協議会によって、欧米型の
ソーシャルワークおよび社会福祉教育が導入
された（デチャ2007：57）。このソーシャル
ワーク実務にかかわる養成コースは、当時の
慈善団体および公的組織においてサービス業
務に従事する人たちを対象としたものであっ
た（デチャ2007：57）。この養成コースは後
に、「同協議会によりソーシャルワーク教育
認定プログラムへと発展していった」（デチャ
2007：57）。最初にそうしたプログラムへ参
加したのは、公共福祉機関に従事する公務員
および少数のボランティア機関に従事してい
た人たちである（デチャ2007：57）。その後、
同プログラムは全国文化協議会から公立タマ
サト大学に移管された（デチャ2007：57）。
　タマサト大学に1954年に新設された社会福
祉学部で、ソーシャルワーク学士号が導入さ
れた（デチャ2007：57）。長い間、タイでは
同大学がソーシャルワークを学ぶことが出来
る唯一の大学であったが、1990年に私立の
ホア・チョウ・チャロンプラキャット大学
が第二の機関として誕生した（デチャ2007：
57）。2007年において、ソーシャルワーク学
士号を授与する学校はこの二校のみである
（デチャ2007：58）。学位は授与していないが、
ソーシャルワークや社会福祉で研究コースを
提供している高等教育機関は四校ある。同国
においてソーシャルワーク教育はまだ未定着
の研究分野であり、教員と学生の数は少ない
（デチャ2007：55）。
　学部におけるソーシャルワーク実習は、二
年次で政府所管施設（病院、刑務所、リハ
ビリ施設、児童および家族施設、NGO）か
ら一ヵ所を選択し、56日間連続で行う（澤
2007：83）。三年次は、都市部あるいは農村
部のコミュニティを一ヵ所定め、ホームステ
イを原則として56日間連続で行う（澤2007：
83）。四年次は、タマサト大学は必修ではな
く自己選択としているが（澤2007：83）、ホア・
チョウ・チャロンプラキャット大学は必修と
しており、施設を選択して四ヶ月間行う形式
をとっている（澤2007：85）。
　ホア・チョウ・チャロンプラキャット大学
の方が卒業後に現場のソーシャルワーカーに
なる学生が多く、授業内容もより実践的なプ
ログラムを教えている（澤2007：85）。タマ
サト大学は名門校のため、ソーシャルワー
カーを目指して入学する学生よりも「タマサ
ト大学卒業」というステータスを求めて入
学する学生が大半を占めるという（澤2007：
82）。
　大学院修士課程のプログラムは、様々な分
野における管理運営、政策実践を対象にして
おり、コースはコミュニティ・ディベロップ
メント、クリミナル・ジャスティス（HIV・
DV・虐待など）、社会福祉政策、労働の開発
と社会福祉、そして社会福祉活動が用意され
ている（澤2007：82）。実習は、ダイレクト・
プラクティス、ソーシャル・リサーチ、ソー
シャル・ポリシー、ソーシャル・アドミニス
トレーションから興味のある分野を選択して
行う（澤2007：83）。一年目に授業、二年目
に実習を行う構成である（澤2007：83）。
　博士課程は、教育職および研究職を目指す
人が対象であり、コースは「社会福祉事業」
のみとされる（デチャ2007：58）。
　タイにおけるソーシャルワークの発展は、
ソーシャルワーク教育担当者およびソーシャ
ルワーカーの教育訓練面での国際協力に負
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うところが大きい（デチャ2007：66）。タマ
サト大学の社会福祉学部の教員は、国際機関
で教育訓練を受けるなどしてきた（デチャ
2007：66）。そのほか、カンボジア難民がタ
イに流入してきた際の救援活動、北米のソー
シャルワーク学校との交流も挙げられている
（デチャ2007：66−67）。
（4）マレーシア
　マレーシア（連邦制国家）のソーシャル
ワーカーに関する文献について、セバスチャ
ン（2007）を中心にみていく。
　同国におけるソーシャルワーク教育の端緒
は、植民地時代にみることができる。1937年
のイギリス占領下において、社会福祉サービ
スを担当する社会サービス部が誕生した（セ
バスチャン2007：101）。当時の社会福祉担当
官は、ロンドン経済大学のソーシャルワーク
教育プログラムで２年間にわたって研修を受
講したという（セバスチャン2007：101）。
　1964年には、クアラルンプール大学病院に
はじめて医療ソーシャルワークが導入された
（セバスチャン2007：101）。当時医療ソーシャ
ルワーカーの大多数は、シンガポール国立大
学などの海外で研修を受けたという（セバス
チャン2007：101）。小林（1985：6）によると、
当時からソーシャルワーカーの資格基準にシ
ンガポール国立大学の学位が含まれていた。
　ソーシャルワーカーの就業先としては、マ
レーシア社会福祉省およびマレーシア厚生省
が最も多く、企業はごく少数である（セバス
チャン2007：109）。同国は近年の経済成長の
結果、政府が全額運営資金を支出する公設の
児童養護施設が登場してきた（白石2010）。
しかし、実際にはまだ児童養護施設の大半は
NGOが運営している（白石2010）。他の途上
国と同様に、NGOがソーシャルワーク直接
提供機関として重要な役割を果たしているの
である。
　「マレー社会の扶養観は、どの民族も同様
に『高齢になった親を身体的にも経済的にも
面倒を見ることは子どもの義務。それができ
ることはこの上もなく幸せなこと』とされて
きた。しかしながら、進展する都市化や核家
族化、女性の高学歴化と社会進出、多様化す
る価値観などから多くの社会的変化が現れ」
（戸澤2012b：462）、その影響は介護形態にも
反映されている。物理的に家族介護が不可能
で、経済的に余裕のある家庭はメイドの雇用
あるいはナーシングホーム等へ頼る傾向にあ
る（戸澤2012b：462）。家族から介護も経済
的支援もない高齢者は、公的な施設やNGO
の養護老人ホームへの入所を余儀なくされて
いる（戸澤2012b：462）。
　同国のNGOは、その収入源を海外からで
はなく、主に国内の寄付に頼って活動して
いる（白石2010）。マレーシア政府が海外か
らの寄付金獲得に規制をかけているため、
NGOは海外からの寄付を獲得できないので
ある（白石2010）。これにより、施設の予算
規模は小さく、専門職としてのソーシャル
ワーカーを雇うことが出来ないという問題を
引き起こしている（白石2010）。
　2007年時点において、マレーシアではま
だ、ソーシャルワークとは何か、あるいは
ソーシャルワーカーの役割やその貢献とは何
かについて、一定の誤解や混乱が生じている
（セバスチャン2007：112）。その実態として、
専門家や研究者の間ではソーシャルワーカー
に対する認知度と地位について広く論議され
てきているが、一般にはソーシャルワーカー
としての就職先が少なく、勤めたとしても昇
進が望めないなどの問題が生じている（セバ
スチャン2007：102）。こうした背景から、マ
レーシア社会において、ソーシャルワーク教
育、ソーシャルワークの専門職化、そしてソー
シャルワークのレベル向上に関して、一般の
人々や政府の認識を改めさせる必要があると
議論されている（セバスチャン2007）。
　長い間、学部でソーシャルワークプログラ
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ムを提供するのはマレーシア科学大学だけで
あったが、1990年以降にサラワク大学、ウタ
ラ・マレーシア大学など複数の大学が参入し
た（セバスチャン2007：102−103）。NGOで
働くスタッフおよびボランティア向けの研修
コースを数多く提供している福祉社会開発全
国協議会も、人気を集めている（セバスチャ
ン2007：109）。
　養成機関は増加しつつあるが、一方で、大
学生の間にソーシャルワークの資格だけでは
適当な就業を確保することはできないとの思
いがある（セバスチャン2007：103）。学生は、
ソーシャルワークを副専攻科目として履修し
たり、他の科目を重ねて専攻することを選択
している（セバスチャン2007：103）。ソーシャ
ルワークの質や学問分野としてのソーシャル
ワークを高めていかなければならない（セバ
スチャン2007：103）という課題が浮き彫り
になっている。
　こうした状況に加え、同国にはソーシャル
ワークのライセンス認可機関がないことか
ら、ソーシャルワークの専門能力開発に向け
た措置、基準作りが必要となっている（セバ
スチャン2007：104）。これに関して最も新し
い文献（戸澤2012b：459）によると、ソーシャ
ルワーカーの法令（Social Workers Act）草
案作成が2010年に着手されたという。その内
容は、ソーシャルワークとは専門的知識と技
術を持ったプロのワーカーが行うものであ
り、教育・訓練内容を国際基準から見てもそ
ん色ないレベルにまで引き上げること、ライ
センスの登録や監督など、構造的な検討に関
わるものである。
　「地域社会をベースとするリハビリテー
ション（Community Based Rehabilitation：
CBR）は、マレーシアで大いに発展を遂げ」
（セバスチャン2007：114）てきた。今後は、ソー
シャルワーカーに対する国民および学生の見
方を変革させるため、一般に向けて広く働き
かける必要が生じている。
（5）ベトナム社会主義共和国
　向井（2005）はNguyen Thi Oanh氏が著
した論文4を要約・引用しながら、ベトナム
社会主義共和国（以下、ベトナム）における
ソーシャルワーカー養成の歴史的展開と現状
についてまとめた。同国はポストコロニア
リズムの典型であると言われている（向井
2005：96）が、これはソーシャルワーカーの
歴史にも反映されている。
　ベトナムは、中国・フランス・日本・アメ
リカによって植民地あるいは植民地化された
時代が長く続いた。こうしたなか、1962年以
降のフランス植民地時代に、フランス人が引
き起こした社会問題の増加に伴って、フラ
ンスのソーシャルワークが導入された（向
井2005：98）。第二次大戦を経て再びフラン
スが宗主国になると、フランスはそれまで以
上に自国のソーシャルワークをベトナムへ導
入したという（向井2005：99）。しかし、西
洋の先進的なソーシャルワークモデルは、ベ
トナムに馴染まず、社会問題を改善すること
はできなかった（向井2005：99）。たとえば、
家族の絆が強い国では介護力を補うことが必
要であるとしても、介護サービスを直接的に
受け入れることは難しい場合がある。当時の
ソーシャルワークモデルが、土着の文化特性
に適応するに至らなかったことなどが要因と
して考えられるのではないだろうか。
　その後、フランスに代わってアメリカが南
ベトナムに介入するようになる。戦災孤児な
どを対象に国際的な児童福祉援助が展開され
るようになり、こうしたなかでソーシャル
ワーカーを養成する教育機関が誕生するよう
になった（向井2005：100）。1970年にベトナ
ムソーシャルワーカー協会が設立されるに至
る（向井2005：100−101）。
　ところが、1976年にベトナム戦争が終わり、
南北統一によってベトナム社会主義共和国が
誕生すると展開は一変する。藤本（2006）は、
同じくNguyen Thi Oanh氏の論文を用いな
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られること、そして国民の80％以上が農村部
に居住していることから、地方都市での養成
を進めるべきであると言及している（向井
2009：37−38）。
　近年の状況については、Sakamoto（2013, 
2014）から伺うことができる。同国にソー
シャルワークを学ぶ学部・学科はおよそ40校
ある（Sakamoto 2014：40）。しかし、未だ
ソーシャルワークの専門家が働く場は少な
く、ソーシャルワークとボランティアや慈善
活動との区別がなされていないことから、出
家者の方がソーシャルワーカーよりもソー
シャルワークを行っていると見なされること
がある（Sakamoto 2014）。それには、仏教
思想と住職らの積極的な慈善活動が関係して
おり（Sakamoto 2013, 2014）、一般に精神的
な問題についての相談はソーシャルワーカー
よりもお寺に相談に行く傾向があるという
（Sakamoto 2014：70）。現在はまだ、専門職
としてのソーシャルワーカーを確立させる途
上の段階である。
（6）インドネシア共和国
　インドネシア共和国（以下、インドネシア）
のソーシャルワーカーについては、これにつ
いてまとめた唯一の文献である都築（2007）
を引用する。
　同国にソーシャルワーカーの国家資格はな
く、ソーシャルワークは「ボランティアワー
クの一部にしかすぎない、誰にでもできる『ア
マチュア』としたとらえ方で受けとめられて
いるのが大方のところである」（都築2007：
71）。
　都築（2007）は自らが国際協力機構のシニ
ア海外ボランティアとして従事したバンドン
社会福祉大学校を紹介している。同校は四年
制の社会福祉大学校で、在学生の約80％以上
が現職の地方公務員である（都築2007：74）。
学生らは職務の一環として学んでおり、在学
中も公務員としての給与は支払われ、卒業
がら、ベトナムのドイモイ期におけるソー
シャルワークについてまとめた。それによれ
ば、同国は社会主義社会になることで政府、
協同組合、労働組合、女性・青年・農民たち
の巨大組織がその構成員の福祉に責任をもつ
ため、ソーシャルワーカーは理論上必要ない
と解された（藤本2006：17）。また、ソーシャ
ルワークは西洋のブルジョアに起源を持つ社
会科学であるとみなされ、禁止されたという
（藤本2006：17）。しかし、ドイモイ政策の経
済的成果が認められる一方で、貧富の格差拡
大といった社会問題が生じ、1980年代後半か
ら政府はソーシャルワーカーの必要性を認識
するようになる（藤本2006：17, 向井2005：
102）。こうした変遷を経て、同国では近年よ
うやくソーシャルワークという言葉が公的な
市民権を得つつある（藤本2006：19）。
　近年のソーシャルワーカー養成に関して
は、向井（2009）がその現状と課題をまとめ
ている。同国のソーシャルワーカー養成は
2004年に本格的に開始された。そのカリキュ
ラムには、ベトナム独自の特色がみられる。
たとえば、「マルクス・レーニン主義哲学」、「ベ
トナム共産党史」、「ホーチミン思想」、「国防
教育」などが必修科目となっており、社会主
義国独自のイデオロギー教育がなされている
（向井2009：30）。
　このように、ベトナムのソーシャルワーク
教育には、戦争と植民地時代の影響、社会主
義国としての特徴が色濃く映し出されている
という印象を受ける。こうした同国のソー
シャルワーカーの歴史的変遷は、特定の情報
源をもとにしており、先行研究の数も非常に
少ない。
　向井（2009：105）は、障害児教育に携わ
る人々のなかから社会福祉やソーシャルワー
クが必要とされてきたのではないかと見解を
示している。課題としては、対人援助技術を
学ぶ科目が少ないこと、教育のレベル向上が
必要であること、社会福祉の概念統一が求め
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後はもとの配属先に戻っていく（都築2007：
74）。すなわち、同校は公務員再教育機関
としての役割も担っているのである（都築
2007：74）。
　社会福祉分野のカリキュラムは、類似した
科目が複数みられ（都築2007：74−75）、問題
解決のために環境改善を図るよりも、人々の
行動変容を求めることを意図した心理療法の
科目が多く見られるといった状況にある（都
築2007：82）。
　実習は二年生からはじまり、グループによ
る村落生活を二回、施設での実習を二回、そ
れぞれ一ヵ月間ずつ行い、卒業までに計四回
の四ヵ月間にわたる現場実習を体験する（都
築2007：75）。長期に及ぶ実習であるため、
学生にとっては食、住、交通費などの経費負
担が重い（都築2007：76）。
　村落における実習では現地住民との対話を
重視するため、学生は住民が農作業を終えた
あとの夜間に訪問してインタビューを行い、
問題の掘り起こしに努める（都築2007：75）。
他国にはあまり例をみないスタイルでの実習
である。そうした実習のなかで見出す問題は、
貧困からはじまって学校、非行、麻薬、障害者、
高齢者、失業、家庭内暴力など、すべての問
題が少しずつ、ひとつの村に凝縮されて存在
している（都築2007：75−76）。公的福祉施設、
民間福祉施設での実習も同様に、どの施設で
も運営上の財政問題が圧倒的に多く、学生は
クライエントに対するケアのあり方など、質
の問題について考えるところまでは至ってい
ないようである（都築2007：76）。この点は、
実習指導がどのように展開されているかにつ
いて関心をひくところでもある。
　学生は関心を持った問題のなかからテーマ
を見つけて、最終的なレポートを作成し、県
に対して改善のためのプロポーザルを提出す
ることもある（都築2007：76）。
　ソーシャルワーカーの業務においては、た
とえば児童養護施設はウェイティング・リス
トに載せておかないと利用することができな
いほど不足が生じている（都築2007：79）。
また、同国の社会現象となっている汚職が、
ソーシャルワーク活動の阻害要因のひとつと
なっているという（都築2007：72−73）。
　インドネシアのソーシャルワーカーが社会で
専門職と認められるにはまだ時間を要する状
況にあるが、養成課程に特徴があり、それは
技術を磨くための好環境であることが伺える。
（7）カンボジア王国
　カンボジア王国（以下、カンボジア）のソー
シャルワーカーについてまとめた文献は、ラ
タ（2004）が唯一である。
　周知のとおり、ポル・ポトは富裕層や知識
人をカンボジア社会から抹殺するため、1979
年に政権が崩壊するまでのわずか３年間の間
に、約200万人の国民を虐殺した。貧困や紛
争を背景にしてソーシャルワークが担うべき
社会問題が広範にわたるなか、現在、エイズ
や人身売買といった問題に対する取り組みの
ほとんどは国際NGOによって行われている。
　脇阪（2000：20）の報告に見られるよう
に、多くのカンボジア人スタッフがそれら国
際NGOに従事しているが、組織の中枢は外
国人であり、運営に関する決定権は限定され
ている。ソーシャルワーカーを養成する教育
機関は、ニーズが高いにもかかわらず全く整
備に着手されてこなかったという。
　こうした状況を憂慮して、国連児童基金
（United Nations Children’s Fund）の支援に
よりカンボジア国内に人材養成機関を作ろう
とする動きが始まった。様々な目的、対象
者、技量や課題を抱えつつも、1990年代中頃
からいくつかの組織によってソーシャルワー
クの短期研修計画が取り組まれてきた（ラタ
2004：1）。しかし、ソーシャルワークの訓練
校はなく、大学にもソーシャルワークの授業
や学位は存在しておらず、こうした問題に関
心をもつ少数の専門家グループは問題に対処
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するための作業委員会を設立することを思い
ついた（ラタ2004：1）。このグループは2002
年に、明確な基準を有するソーシャルワーク
の修士課程と準専門職訓練教育機関を設ける
ことを目標としていた（ラタ2004：1）。
　これについてその後の動向は確認できない
が、脇阪（2000：14）によれば、国際NGOがソー
シャルワーカーの研修を実施して育成に寄与
しているとある。また、アジア太平洋ソー
シャルワーク教育連盟（Asian and Pacific 
Association for Social Work Education 
2007）は王立プノンペン大学へのソーシャル
ワーク学部設立のサポートを計画するなど
（脇阪2000：14）、徐々に専門職としてのソー
シャルワーカーが育まれつつあるように見受
けられる。
（8）ミャンマー連邦共和国
　ミャンマー連邦共和国（以下、ミャンマー）
のソーシャルワークに関する国内の文献につ
いても、山下（2007a）の報告が唯一である。
　同国における社会福祉の展開は、宗教団体
の貢献に因るところが大きい（山下2007a：
2）。「仏教が深く市民生活に根を下ろしてい
るため、古くから寺院によって福祉サービス
が実施されてきた。特に高齢者と児童の領域
に力が入れられてきた」（山下2007a：2）。高
齢者は仏教思想の影響により、社会的に敬愛
され、恵まれない状況にある人々に対する慈
善的な支援がなされてきた（山下2007a：2）。
児童についても慈愛の精神によって、家族の
もとで十分なケアがなされない者に対して
は、寺院で養育と教育がなされてきた（山下
2007a：2）。
　1953年に国家に社会福祉省が設立され、社
会福祉局がサービス実施機関として設けられ
た（山下2007a：2）。現在は政府機関、非政
府機関、国際非政府機関、国連の機関等によっ
て福祉活動がなされている（山下2007a：2−3）。
　社会福祉局が福祉サービス政策に関して
掲げている目的のひとつに、「ボランティア
のソーシャルワーカー養成」がある（山下
2007a：3）。「ミャンマーにおける社会福祉人
材の多くは、政府関係の福祉関連部門で政策
の実施をしている公務員である。その他は、
人道援助に携わるNGO関連で活動をする者
たちである。そうした人材を養成するための
大学はないが、社会福祉局が社会福祉訓練学
校を運営し、主として政府関係福祉担当者の
現任訓練を実施している」（山下2007a：12）。
３年ごとに転勤があり、福祉教育を受けた者
は皆無であり、担当する部署に関する知識も
スキルもないため、社会福祉訓練学校が研修
プログラムを実施しているのである（山下
2007a：12−13）。
　「長期および短期の研修プログラムがあり、
その内容は欧米型の福祉プログラムに準拠し
ている。これは、社会福祉訓練学校がシンガ
ポールのマラヤ大学の支援を受けて、教員の
交流および研修を行っていることと関係があ
る」（山下2007a：13）。
　「受講生は１コースあたり30人程度で、学
校内の宿舎に宿泊し、３ヵ月間学ぶ」（山下
2007a：13）。カリキュラムは、ソーシャルワー
ク研修コース、社会福祉担当官研修コース、
障害者ケア研修コース、福祉担当ボランティ
ア研修コース、ボランティア保護司研修、薬
物依存症者担当ソーシャルワーカー研修など
である（山下2007a：13）。「一度に３つのコー
スの開講が可能であり、90人までの生徒を受
け入れることができる」（山下2007a：13）。
　「この訓練学校が直面している困難は、十
分な技能を有する訓練担当者を確保すること
である。このため、ミャンマー政府は2003年
シンガポール政府に対して、人材育成に関す
る助成の申し入れをした。その結果、シンガ
ポール国際基金が２年間単位でひと月間にお
よぶ集中研修を設定し、経験を有するシンガ
ポールのソーシャルワーカーの協力をえなが
ら力量アップを図るプログラムが実施される
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ようになった」（山下2007a：13）。「国情によ
り諸外国との交流は限定されており、公的に
はシンガポールのみが協力関係を有している
状態である」（山下2007a：14）。
（9）ラオス人民共和国
　東南アジア諸国において一段と開発が遅
れているラオス人民共和国（以下、ラオス）
は、社会福祉関連の先行研究の対象とされる
ことが特に少なかった。さらに、そのなかで
ソーシャルワーカーについてまとめた資料と
しては、山下（2006）が唯一である。ミャン
マーとラオスについての山下の報告（2006, 
2007a）は、いずれも日本社会事業大学社会
事業研究所の事業の一環として調査したもの
である。
　ラオス国内にソーシャルワーカーを養成す
る教育機関はないため、仮に専門的な教育あ
るいはトレーニングを受けることを希望する
者がいる場合、希望者は海外の教育機関で学
ばなければならない（山下2006：6）。しかし、
アジアで最も貧しいと言われる国のひとつで
ある同国の人々にとって、それを実現するこ
とは非常に難しい（山下2006：6）。
　山下（2006：6）によると、社会福祉サー
ビスとして紹介されている主な領域は、次の
四つである。第一に自然災害および火災の被
害者を救済するための緊急支援、第二に孤児
に対する住居と就学支援、第三に送還された
難民に対する長期および短期の定住化と生活
支援、第四にストリートチルドレンや人身売
買、虐待、孤児、障害児などの特別な保護を
要する児童への支援である。
　こうしたサービスが実施されており、福祉
行政職が置かれてもいるが、そのほとんどが
専門的な訓練を受けておらず、人材不備の状
況にある。国連児童基金が福祉労働省のス
タッフを対象に、特に子どもの権利と家族に
関するトレーニングの支援をしているとい
う。また、実際の現場では政府機関よりも国
際機関、外国政府、NGOが活動をリードし
ている（山下2006：7）。
　誰もソーシャルワークを学んだことがない
という状況は、これからも諸外国の知識や技
術、および人材に依存しながら施策を実行し
ていかざるをえないということを意味する
（山下2006：16）。
　人身売買、児童労働や性的搾取等は国際問
題ともなっており、ラオス国内の解決能力を
高める必要性は高いが、現在どの程度ソー
シャルワーカーの専門教育が行われているか
は確認されていない。
（10）東ティモール民主共和国
　東ティモール民主共和国（以下、東ティモー
ル）のソーシャルワーカーに関する文献は、
一切見当たらない。同国は、2002年にインド
ネシアから独立を果たしたばかりで歴史が浅
い。ポルトガルやインドネシアによって独立
の機運を抑え込まれてきたこともあり、政情
が安定してこなかった。それが、先行研究が
無いことの大きな要因のひとつと考える。
１−２　小括
　上に見たように、東南アジアのソーシャル
ワーカーに関する日本国内の文献は、シンガ
ポールを除けば、海外の一事例として紹介す
る機会さえほとんどなく、調査対象として取
り組んだ先行研究はごく少数である。関連す
る文献がひとつしかないという国、そして関
連する文献が全くないという国が複数あり、
限られた情報しか与えられないものの、いく
つかの共通点が見出された。それは次の三点
である。
　第一に、ソーシャルワーカーの国家試験は
行われておらず、国家資格化がなされていな
いことである。シンガポールはこの中で唯
一、2009年に国家資格の認定制度を設けてい
るが、国家試験は行っていない。
　第二に、ソーシャルワーク教育機関におけ
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る欧米型ソーシャルワークの導入である。東
南アジア諸国のほとんどが植民地支配下にお
かれた経験をもち、ベトナム、マレーシアな
どはその植民地時代にソーシャルワークの萌
芽が見られている。植民地時代を除いても、
ミャンマーのほか、植民地支配の経験をもた
ないタイさえも、欧米型ソーシャルワーク教
育を導入した経過を辿っている。また、アジ
ア太平洋ソーシャルワーク教育連盟が欧米型
ソーシャルワーク教育の「宣教師」の役割を
担ってきた（松尾・秋元2013：301）と言わ
れている。このように欧米型ソーシャルワー
クを導入することは、ソーシャルワークその
ものの歴史的変遷から、いわば自然な流れで
あるが、あえて「欧米型」と記されているこ
とには、自分たちのものではないという異質
性を強調しているのではないだろうか。
　また、こうした「欧米型ソーシャルワーク」
におけるその後の発展は芳しくなく、東南ア
ジア諸国のほとんどにおいて、未だに専門職
としてのソーシャルワーカーは社会的位置づ
けがなされていない。ベトナムとインドネシ
アではソーシャルワークがアマチュアの仕事
として捉えられ、マレーシアでは、ソーシャ
ルワークとは何か、あるいはソーシャルワー
カーの役割やその貢献とは何かについて、一
定の誤解や混乱が生じている状況があり、独
自のソーシャルワーカー像を模索している段
階にある国が多いと言えよう。
　こうした状況に伴ってか、ソーシャルワーク
教育機関も充実しているとは言えない。シン
ガポールに続く経済力をもつタイでさえ、ソー
シャルワーク教育機関は２校しかないのであ
る。しかも、こうしたソーシャルワーク教育機
関は現任スタッフのトレーニングをすることが
主な役割となっている傾向にある。この傾向
は特に、ソーシャルワーク教育の基盤が構築
されていないインドネシア、カンボジア、ラオ
ス、ミャンマーといった国々に見られる。
　こうしたなかで、シンガポールとベトナム
が独自の文化への適性を意識したソーシャル
ワーク教育を行っていることに注目しておき
たい。シンガポールは欧米型ソーシャルワー
クを応用して土着化を図り、ベトナムは社会
主義国としてイデオロギー教育に重きを置い
ている。また、ミャンマーはシンガポールと
の協力体制があり、こうした影響を少なから
ず受けていることが考えられる。
　第三は、ソーシャルワーカーに対するグ
ローバルな支援ネットワークである。これは
二つの傾向に見分けられる。一つはタイ、カ
ンボジア、ラオスに見られるように、国連や
国際NGOによってソーシャルワーカー研修
が開催されていることである。
　もう一つは、シンガポールによる周辺国へ
の協力体制である。シンガポールは1965年に
マレーシアから独立した国であり、マレーシ
アのソーシャルワーク教育が整備される以前
から国立シンガポール大学の学位がマレーシ
アでも認容されてきた経緯がある。また、ミャ
ンマーが諸外国との交流を限定しているなか
でシンガポールのみが協力関係を有し、人材
育成に携わってきたことは、両国のソーシャ
ルワーク教育の初期基盤をつくるうえで大き
な貢献となっているであろう。
　さらに、最も災害発生が多い地域のひとつ
である東南アジアにおいて、シンガポールは
近隣の被災国を支援する体制をつくっている。
　このように、東南アジアにはソーシャルワー
カーに対するグローバルな支援ネットワーク
の体制が構築されている。以上をふまえたう
えで、フィリピンのソーシャルワーカーに関
する研究を取り上げていくこととしたい。
２　フィリピンのソーシャルワーカー
に関する国内外の研究
　まずは、社会福祉分野におけるフィリピン
に関する先行研究について概観していく。
　フィリピンの社会福祉に関するわが国の研
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究は、古くは海外の動向の一例としてとりあげ
たに過ぎなかった。村田（1978）はスラムと
子どもの事例を通して同国の貧しい状況を紹
介した。また、それに対する援助国としての
日本の姿勢には反省と課題があると述べてい
る。一方、大谷（1986）はそれと異なる視点
からとりあげた。フィリピンの社会福祉の歴史
および概況とソーシャルワーカーの専門性に
ついて紹介し、当時からソーシャルワーカーの
地位が高まりつつあることにもふれている。
　2000年代に入ると不況の影響を受けて、老
後を物価が安い国で過ごそうという日本人が
増加する傾向がみられた。年金受給額が少な
い高齢者は、日本での老後の生活に不安を抱
えているものの、物価が安いフィリピンであ
れば生活費の負担を軽減でき、介護士あるい
はメイドを安価に雇うことができるというこ
とで5、関心が集まったのである。これに伴い、
一部の雑誌およびメディアではフィリピンに
おける日本人高齢者の受け入れ環境について
取り上げる傾向がみられた（槌屋2006, 朝日
新聞GLOBE2014, 週刊文春WEB 2011など）。
　こうした動向の後、2008年には日本と
フィリピンの間で経済連携協定（Economic 
Partnership Agreement）が結ばれた。日本
は、フィリピン人の看護師および介護福祉
士候補者を受入れることになる。これに伴
い、フィリピンに関連する論文は急激に増加
した。多くはこうした候補者が日本の介護現
場でどのように適応するかに焦点をあてたも
のであったが、候補者の社会背景やケアの素
質に注目し、フィリピン国内のケア現場や文
化をとりあげる研究も一部でみられた（安里
2007；伊藤ほか2008；小川2009など）。たと
えば伊藤ほか（2008：118）は、「ケアギバー
の養成や派遣にかかわる機関や利害当事者の
周辺では、『家族思い』で『心優しい』と自
他ともに認識されるフィリピン人にとって、
ケアはまさに『天職』であり、フィリピン人
には『良質』のケアができる『国民的素質』
が備わっているというディスコースが広範囲
に浸透している」と述べている。この国民的
素質は、ソーシャルワーカーにおいても共通
して評価できる点であろう。
　社会福祉分野におけるフィリピン研究につ
いては、以上のような潮流がみられる。ここ
からわかるように、概して介護のグローバル
化に伴う日本あるいは日本人にとってのメ
リットに焦点が当てられてきた。しかしなが
ら、フィリピンの社会福祉、介護、あるいは
ソーシャルワークから何かを学び得ようとい
う視点は、ほとんど見受けられない。言うな
らば植民地主義を思わせるような、経済的お
よび間接的な支配的立場に日本があるといえ
るのではないだろうか。
　このほか、年金・医療などの社会保障制度
に関する研究（原島1998；神尾2001；福島
2006など）や地域開発・社会開発に焦点を
あてた研究（小田川2004, 2006； 原島2005）、
社会福祉政策に関する研究（谷1989；竹並
2010）、ジェンダーに関する研究（小ヶ谷
2005；伊藤ほか2008）などがある。
２−１　ソーシャルワーカーの歴史的変遷
　ここで、フィリピンのソーシャルワーカー
に関する研究について詳しく取り上げたい。
アジアあるいは世界のソーシャルワーカーが
いかなる現状にあるかについて焦点をあてた
わずかな文献において、同国のソーシャル
ワーカーについて歴史および教育プログラ
ムが取り上げられている。Cordero（1985）、
小林（1985）、Quieta（2007）をもとに、同
国のソーシャルワークの歴史を年代順に整理
する。
　1917年に設立された連合慈善会（Associated 
Charities）は、同国における専門職としての
ソーシャルワークの起源であると言われてい
る（Cordero 1985：3）。つまり、この機関で初
めてケースワークが用いられ、ソーシャルワー
カーがボランティアではなく専従職員として雇
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用され、アメリカでソーシャルワークの専門教
育を受けた者が初めて事務局長に採用された
（Cordero 1985：3−4, 小林1985：14）。ソーシャ
ルワーカーとして雇用された家庭訪問員らは、
社会福祉以外の学問領域における学位取得者
であったため、現任訓練が与えられるように
なった（Cordero 1985：4）。こうして、国内に
おけるソーシャルワーク教育は1930年代半ば
に始まったとされる。
　当初は、学術的トレーニングを受けないま
まソーシャルワーカーの地位にある人々を訓
練することが目的であったため、ソーシャル
ワークの学位を伴わない社会福祉特別コー
スがフィリピン大学とセントロエスコラー
大学に開設された（Cordero 1985：11）。ま
た、第二次大戦直前にはソーシャルワーカー
に対する公務員試験が実施された（Cordero 
1985：4）。民間部門においても、同時期にい
くつかの団体が事務局長のポストに専門的訓
練を受けたソーシャルワーカーを採用した
（Cordero 1985：4）。
　当時はまだソーシャルワーカーが専門職と
して広く認められていなかったにもかかわら
ず、多数の人々が高度の専門教育を必要と
感じ、アメリカ留学をしたという（Cordero 
1985：4）。
　戦後は、保健及び公共福祉部（Department 
of Health and Public Welfare）下の戦争救済
事務所（War Relief Office）とフィリピン救
済および産業復興行政部（Philippine Relief 
and Trade Rehabilitation Administration）
においてソーシャルワーカーが採用された
（Cordero 1985：5）。困難な問題を抱えるな
か、専門教育を受けていないソーシャルワー
カーは訓練する必要があると判断され、国
連の福祉教育専門官を招いた研修会が開催
され、戦争救済事務所、フィリピン救済お
よび産業復興行政部および社会福祉委員会
（Social Welfare Commission）の職員が参加
した（Cordero 1985：5）。さらに、国連によ
る技術援助プログラムの一環として、アメリ
カにおける特別研究制度が主要社会福祉機関
の職員に提供された（Cordero 1985：5）。こ
れらの職員は、帰国後に新しい知識と技術の
普及に努め、ソーシャルワークの専門化を促
す一助となった（Cordero 1985：5）。
　1947年、アメリカ合衆国で訓練を受けた
ソーシャルワーカーたちがひとつのグループ
を結成し、それが1948年にフィリピンソー
シャルワーカー協会（Philippine Association 
of Social Workers Inc.）の組織化へと発展し
た（Cordero 1985：7, 小林1985：15）。
　1948年８月、エルピディオ・キリノ大統領
によって社会改良のための大統領行動委員
会（President’s Action Committee on Social 
Amelioration）が設立されたことにより、ソー
シャルワーカーの専門職化はますます進行し
た（Cordero 1985：6）。社会改良プログラム
強化に伴い、ソーシャルワーカーは地域の社
会経済について調査し、農民の移転や入植の
援助、救済物資の分配、そして地域による解
決力向上を目的とした自助プロジェクトや経
済発展と災害復興を意図した家内産業の育成
に携わった（Cordero 1985：6）。
　同年にセントロエスコラー大学で社会福祉
学部が開設されたことで、現職スタッフのス
キルアップを目的にはじまった同国のソー
シャルワーク教育が、ついに学部レベルの
ソーシャルワークカリキュラム実施に至る
（Cordero 1985：11）。 さ ら に、1950年 に は
フィリピン社会事業学校の開校によって、大
学院レベルでの養成が行われるようになった
（Cordero 1985：11）。
　1951年 に は、 社 会 福 祉 行 政 部（Social 
Welfare Administration）の主要な役職は、
訓練されたソーシャルワーカーが占めるよ
う に な る（Cordero 1985：6）。1956年 に 大
統領地域開発援助（Presidential Assistant 
on Community Development）は女性を地域
開発ワーカーとして雇用することを禁止し
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たが、フィリピン農村復興運動（Philippine 
Rural Reconstruction Movement）は多くの
女性をソーシャルワーカーに採用し続けた
（Cordero 1985：7）。その後、この女性雇用
禁止措置はフィリピンソーシャルワーカー協
会の尽力によって撤廃されている（Cordero 
1985：7）。
　1965年には、専門職としてのソーシャルワー
カーおよびソーシャルワーク機関について定
めた共和国法4373号「フィリピンにおける社
会福祉実践と社会福祉機関の運営を規定する
ための法」（Regulating the Practice of Social 
Work and the Operation of Social Work 
Agencies）が成立し（その後1967年８月４日
に修正され、共和国法第5175号が成立）、こ
の法律によりソーシャルワーカーの仕事が規
定され、ソーシャルワーク機関の業務が監督
されることになった（Quieta 2007：88）。ま
た、法の制定により、ソーシャルワーカーに
なるための国家試験の受験資格として、社
会福祉学士号を保有することが条件となった
（Cordero 1985：12, 小林1985：17−18）。
　同時期には、ソーシャルワークのカリキュ
ラムを国民のニーズに適合させ、さらに国際
的な基準へと底上げすることを主眼とした改
定の動きが現れる（Quieta 2007：88）。現在
の国家試験の合格基準は、解答全体で70％以
上正答し、正答が50％以下の科目がないこと
が条件である。
　1970年代には、フィリピンのソーシャル
ワーク教育を欧米型から離れて土着化させる
ため、目標、カリキュラム、教育方法論の見
直しが行われた（Leysonほか 1985：295）。
土着の教材が徐々に開発され、用いられて
いる（Cordero 1985：18）。また、この頃に
ソーシャルワーカーは、国家住宅局（National 
Housing Authority）やフィリピン社会発
展 事 業 会（Philippine Business for Social 
Progress）といった住宅供給の分野にも従事
するようになった（Cordero 1985：20）。当
時にはすでに、保護観察所や少年および家庭
関係裁判所においてもソーシャルワーカーが
雇用されている（Cordero 1985：20−21）。
　1980年代にソーシャルワーク教育課程（教
育規則および基準）が成立し、1990年代には
ソーシャルワーク教育の方向性が、児童の困
難ケースを担当するソーシャルワーカーの能
力向上に向けられた（Quieta 2007：89）。
　2000年代は、ソーシャルワーク教育の質的
な改善を図るために、教育規則および基準、
カリキュラムが見直された（Quieta 2007：
89）。最新の教育規定は、2010年に定められ
たものである。
　カリキュラムはジェネラリスト・ソーシャ
ルワーカーを養成することに主眼が置かれて
おり、次の三分野から構成される。一般教育
コース（63単位）、専門コース（72単位）、そ
の他（14単位）である。
　カリキュラムにおける本質的な重点は、国
家試験の要件である現場実習に置かれてい
る。実習科目は、個人・家族・小集団に焦点
をあてたエージェンシー・ベースド実習500
時間とコミュニティ・ベースド実習500時間
の合計1,000時間である。これはあくまで原
則であり、たとえばフィリピン女子大学（The 
Philippine Women’s University）は独自に、
合計1,250時間の実習プログラムを展開して
いる。
　こうした学士に関する学術要件は、「ソー
シャルワーク教育および養成のためのグ
ローバル基準」（Global Standards for Social 
Work Education and Training）に準拠して
おり、そのうえでフィリピンの政治的、社会
的、経済的な文脈を含んでいる。グローバル
基準と比較すると、特に「多様な民族と文化
グループの尊重」、そして随所にみられる「開
発」という文言にフィリピンの独自性が感じ
られ、「フィリピン人の個性とソーシャルワー
ク」という科目も設置されている。
　社会福祉サービス機関の運営基準には、
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ソーシャルワーカーを配置することが原則的
に定められており、ソーシャルワーカーの就
業先は政府機関である社会福祉開発省や社
会福祉開発事務所が最も多く、次いで国際
NGOが運営する福祉施設がある。
　このように、東南アジア諸国と比べてフィ
リピンのソーシャルワーカーの専門職として
の歴史は古く、そしていち早く国際水準に達
したという経緯がある。さらに、そのうえで
自国への適応を図る試みも先駆けて行われて
きた。ソーシャルワーカーを雇用する機関や
分野も多岐にわたっている。
２−２　欧米型ソーシャルワークの土着化に
向けた過程とその焦点─Filipinization
　先に挙げた他の東南アジア諸国における
ソーシャルワーカーの、三つの傾向（国家資
格化がなされていない、欧米型ソーシャル
ワーク導入、ソーシャルワーカーに対するグ
ローバルな支援ネットワーク）とフィリピン
のソーシャルワーカーを比較していこう。
　まず、ソーシャルワーカーの国家資格化に
ついてフィリピンは、1965年といち早く実現
させており、国家試験も実施している。
　フィリピンのソーシャルワーカーの歴史
に関してLeysonほか（2014：274）は、二人
の女性の貢献について記している。ひとり
はニューヨーク社会事業学校で学位を取得
し、連合慈善会ではじめて専門職として従事
したJosefa Jara Martinez、もうひとりはコ
ロンビア大学で修士の学位を取得した、国連
社会福祉フェローのJosefa Llanes Escodaで
ある。1920年頃は、彼女たちのようにアメリ
カでソーシャルワークの専門的訓練を受ける
傾向があった（Cordero 1985：4）。その事実
に起因して、フィリピンのソーシャルワーク
教育は、特に初期において、他の東南アジア
諸国と同様に欧米の影響を強く受けた。この
傾向は長年にわたって持続したが、1970年代
に入るとフィリピンのソーシャルワーカーた
ちは欧米型からの脱却を模索した（Cordero 
1985：18）。その過程と焦点についてLeyson
ほか（2014）は以下のように論じている。
　土着化は、国民のニーズや状況に、真に即
応性をもつことを目標とするための試みであ
り、それは文化がベースになることである
（Leysonほか2014：278）。ソーシャルワーク
教育の議論が重ねられるなかで見出されたの
は、「フィリピン人の心理」に焦点を当てる
ことである（Leysonほか2014：277−278）。
すなわち、フィリピン人の個性を理解し、土
着語を使うことによる自己表現と、それに関
連する概念に着目することである。たとえば、
「damayan」（supporting each other： 必 要
なときの手助け）、「bayanihan」（cooperating 
with helping each other：地域の助け合い、
困っている人を無償で助ける）、「pakikisa」
（being in one with another：個人より団体
の行動を重んじる）といったフィリピンの
伝統的な語がある（Leysonほか2014：290）。
これを用いることは社会変革に向けた人々の
動員を促すという。また、被災時の心理社会
的介入として、宗教曲や賛美歌といったフィ
リピン人の信仰に関連する要素の活用につい
ても例示している（Leysonほか2014：290）。
　Pangalangan（2008）は、ソーシャルワー
ク教育において芸術の文化と短編小説や詩
などの創造的な文学を教材として用いるこ
とは、その国のニーズに応じるにあたって
文化的な応答を可能にすると考えた。そこ
で、先住民の創造的な文字の教材を開発した
（Pangalangan 2008：384）。さらに、貧困層
の窮状と緊急に必要とするニーズを察知する
ことが演劇として示されることで、社会正義
にもとづいた行動のための貧困学習になる
とも論じている（Pangalangan 2008：388）。
こうした土着化、フィリピン化の試みは、今
なお続いている。
　フィリピン人は、公用語としてタガログ語と
英語を話すが、およそ80以上の土着語をもつ。
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また、大きく13のグループに分かれた100以上
もの先住民たちは、植民地化あるいは民主化
の過程で資源収奪の対象とされてきた6。それ
により、多くの先住民は今なお窮乏した暮らし
を強いられる状況下にある。すなわち、彼ら
は同国の代表的なマイノリティでもある。
　フィリピン人は長い占領の歴史を超えて、
新しい文化を柔軟に自分たちのものとして受
け入れながらも、フィリピン人としてのアイデ
ンティティを守り抜いてきた。たとえばアメリ
カの植民地主義は、「フィリピンの『伝統』を
うまく植民地教育のなかに取り込めなかった」
（岡田2014：303）ことが失敗の要因であると
言われている。むしろ、外部の支配によって
民族性が鮮明になった可能性もあるだろう。
　ソーシャルワーク教育における土着化につ
いても、こうした伝統やアイデンティティを
自覚しながら展開することに、価値が見出さ
れているのである。
　次に、ソーシャルワーカーに対するグロー
バルな支援ネットワークに関しては、フィリ
ピンもソーシャルワーカーを訓練するために
初期において国連の支援を受けた経緯を辿っ
ている（Cordero 1985：5）。近年のグローバ
ルな支援あるいは協力関係について、文献上
では特段の記述はみられない。しかし、た
とえば2013年11月頃には、フィリピンの台風
被災地域支援を目的に、わが国の社会福祉専
門職団体協議会がフィリピンソーシャルワー
カー協会へ義援金を送っている。
　フィリピンはNGO大国であり7、世界各国
から国際NGOが参入し、ソーシャルワーカー
を雇用している状況もある。ただし、こうし
た国際NGOにおいて、ドナー国がソーシャ
ルワーカーに対して土着化に逆行するような
影響を与えている懸念もある。
３　グローバル化における「第三世界」のソー
シャルワーカー
　西郷（2014：223−224）は、現代のグロー
バル化は西欧化のように単一の方向だけを目
指すものではなく、多元化し多様性を持った
ものになってきていると述べている。
　ところが、ソーシャルワーカーの領域にお
けるグローバル化に焦点を絞ると、Midgley
（1990）は、他国との共同研究や経験値の共
有が高まっており、「先進国」と「開発途上国」
のソーシャルワーカーが強い連結を確立して
いるものの、そうした交流はアイディアと実
践の方法論が西洋から「第三世界」へ流れる
一方向になっていると指摘している。この文
献は現在から25年前に著されているが、わが
国において「開発途上国」の研究が決して増
加傾向にはないことを鑑みれば、欧米化の傾
向に大きな変化が生じているとは言い難いで
あろう。国際協力や専門職団体における国際
交流においても、「第三世界」のソーシャル
ワーカーとの情報交換や技術提供の機会は、
先進国とのそれと比較して実績が少なく、関
心も低いと思われるところである。
　しかし、移民・難民、児童労働、人身売買・
臓器売買などの諸問題が国境を越えるなか
で、日本国内においても2006年頃より多文化
ソーシャルワークに関する研究が少数ながら
見られるようになってきた（石河2006；寳田
2009など）。日本で生活する外国人を支援す
るという、単なる「欧米化」とは異なるグロー
バル化が、わが国のソーシャルワーク実践に
見られるようになってきたことは確かである。
　グローバル化における「第三世界」のソー
シャルワーカーには、第一に欧米型ソーシャ
ルワークの導入が図られてきたが、ソーシャ
ルワーカーの社会的な側面への影響としては
様々なものがある。
　まず、正の側面としては、ソーシャルワー
カーの国際交流によって情報が伝わり、国際
機関の活動における専門的実践に生かされた
ことである（Bogo and Herington 1988）。ま
た、国際NGOの増加も促された。これはソー
シャルワーカーの雇用の場として、また直接
86
サービス提供機関として大きく貢献してい
る。これに関連して「国際的に人材確保が可
能となる」（萩原2010：20）ことも、ソーシャ
ルワーカーにとってプラスの効果が働くと考
えられる。その理由は、ラオスのようにソー
シャルワーク教育を実施する機関がない国に
おいて、他国の人材による技術提供を受ける
ことが草の根でスキルアップを図る手立てと
なるからである。
　負の側面としては、ソーシャルワーカーが
扱う問題の複雑化が指摘できる。先住民は開
発の抑圧を受け（Ife 2001：2）、海外就労は
活発になり、移民が増加している。また、グ
ローバル化が開発を危うくし、ジェンダー化
するプロセスを生み出しているという認識は
広く共有されている（Ballescas 2004：13）。
　総括すると、「第三世界」のソーシャルワー
カーは、そうした移民・難民、児童労働、人
身売買・臓器売買などのグローバルな諸問
題を日常的に抱え、そこに国際機関や国際
NGOが介在する環境へ身を置いている。財
政に頼れない中で長年の経験を積み、効果的
なインフォーマルサポートネットワークの
サービスを活用し、様々な文化をもつ人々
のなかで働くことに挑戦してきたのである
（Midgley 1990：297−298）。換言するならば、
様々に生じるグローバル化の変化に適応して
きた。前節で述べたように、欧米型ソーシャ
ルワークの土着化という適応も行っている。
これは事例としてはまだ少ないものの、「世
界の多くの場所で、人々は地方に新しい意味
を再投入しようとしてグローバリゼーション
の勢力に対抗しようとして」（Ife 2001：4）
おり、それは「第三世界」のソーシャルワー
カーも同様であるといえよう。
おわりに
　「第三世界」の社会福祉は、グローバル社
会の様々な影響を受けており、ソーシャル
ワーカーが身を置く環境や扱うケースは日本
と異なる点も多いが、格差と不平等、貧困の
拡大といった社会問題は通じるものも多い。
水本（2013：2）は、途上国と呼ばれる国が、
日本が抱えている課題を理解する、解決につ
ながるヒントを持ち合わせていることがある
と述べている。また、小林（1995：44−45）は、
公的な社会福祉制度がない日本の隣国である
アジア諸国に目を向けることは、細分化され
た制度と制度に縛られた発想しかできない日
本の社会福祉援助のあり方を根本から問い直
す機会になると述べている。
　さらに、こうした視点は日本の立場に限る
ものではない。Midgley（1990）は、「第三
世界」のソーシャルワーカーの専門知識とイ
ノベーションは、西欧のソーシャルワーカー
が直面する問題を解決するのに役立つと論じ
ている。
　双方の置かれている社会状況や実践につい
て理解しあうことも重要な意義をもつ。日本
は人身売買の加害国であることが「人身売
買報告書」（U.S. Department of State 2015）
によって指摘されているが、こうした問題に
ソーシャルワーカーがどれくらい介入してい
るかというと、被害国である「第三世界」の
各国に比して十分ではない。「先進国」の搾
取によって「第三世界」のソーシャルワーカー
の仕事に悪影響がもたらされていることも少
なからず事実としてある。すなわち、「第三
世界」の社会問題とソーシャルワーカーの実
践は、ソーシャルワーカーとして担うべきも
のを再認識する契機を与える。東南アジアは
「第三世界」の他の国々に比して距離的に日
本へ近いため、文化的な類似点が多く、社会
的な背景も日本との関連が深いという特徴が
ある。したがって、日本は東南アジアの社会
問題に深く関与している場合がある。わが国
において東南アジアのソーシャルワーカー研
究を進めることは、東南アジアのソーシャル
ワーカーが抱えている業務への悪影響を緩和
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するための一助となる可能性もある。
　わが国のソーシャルワーカーは、問題の解
決にあたって社会保険制度をはじめとする既
存のフォーマルサービスに頼ることが年々難
しくなっており、地域の福祉力を向上させる
支援がますます期待されている。そうしたな
かで、東南アジアに目を向けること、制度が
ほとんど整備されていないなかで家族や地域
の結びつきを強めながらソーシャルワークを
展開している「第三世界」の事例に目を向け
ることは、わが国のソーシャルワーカーの実
践に有用な閃きを与える可能性があるだろう。
　本稿は、欧米型ソーシャルワークが必ずし
も万国に適応しないこと、また、それに関連
して土着化の視点を取り入れることが独自の
発展を導くことを明らかにした。
　2014年に採択されたソーシャルワークのグ
ローバル定義においても、「地域・民族固有
の知」、「先住民の知の強調」、「西洋中心主義
や近代主義の超克」といった視点が包含され
ている（社会福祉専門職団体協議会国際委員
会2014）。これは少なからず、これまでのソー
シャルワークに欧米中心主義が見られたこと
の反省の上にあるのではないか。
　ソーシャルワーカーの教育課程や実践の観
点から、地域や民族の固有性を理解してきた
のか、先住民の立場に立って権利擁護を十分
に行ってきたのか、という問いをかけられて
いるのであるならば、本稿が取り上げたソー
シャルワークの土着化の試みは、先駆的なモ
デルであるといえる。
　以上、本稿が明らかにした「第三世界」の
ソーシャルワーカー研究を行うことの意義で
ある。
　Midgley（1981）は1980年代からソーシャ
ルワークにおける植民地主義を指摘してお
り、欧米型の福祉サービスは非生産的であり、
限られた資源を消費することから批判的な見
方がなされていると論じている。それに対し
て、開発途上国のソーシャルワーカーが実践
している開発的ソーシャルワークは生産主義
的で、持続可能な発展を進める立場にあると
いう（Midgley and Conley＝2012：25）。
　欧米型ソーシャルワークの土着化について
は、東南アジアに限らず、また他の「第三世
界」の国々ばかりではなく、「先進国」に対
しても共通して導入する価値を見出すもので
ある。ただし、欧米型ソーシャルワークを土
着化したことの成果として、ソーシャルワー
カーの実践がいかなるものであるか、そして
開発的ソーシャルワークとは具体的にどのよ
うな実践であるかについては、今後の現地調
査によって明らかにしたい。
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development and characteristics of social 
work in today’s Vietnam, International 
Journa l  o f  Soc ia l  We l fare ,  B lackwe l l 
Publishing, volume11, number1.である。
５　「フィリピンでは住み込みで安く介護する人
を雇うことができ」（神尾2001：342）、「中
産階級以上の家庭ではメイドや看護婦を
雇って自宅で介護を受ける」（同：342）。
６　たとえば、アメリカ植民地時代に私的土地
所有制度が制定され、先住民が住んでいた
土地は「公有地」とされた。「『法』の名を
借りた土地の収奪」と言われている（越田
1993：230）。
７　重田（2005：280）は「アジアの中では、と
りわけ、インド、バングラディシュ、フィ
リピンの三ヶ国がNGO活動の盛んな国」と
している。
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